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１【提出理由】 
 平成17年６月24日に提出いたしました第46期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一
部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 
  
２【訂正事項】 
第一部 企業情報 
第２ 事業の状況 
７ 財政状態及び経営成績の分析 
（4）経営戦略の現状と見通し 

  
３【訂正箇所】 
 訂正箇所は で表示しております。 
  
  
第一部【企業情報】 
第２【事業の状況】 
７【財政状態及び経営成績の分析】 

（4）経営戦略の現状と見通し 
（訂正前） 

①経営戦略の現状 
 当社グループは、激しく多様に変化する経営環境下で、永続的な発展を目指すために、2006年を最終年度とする中期
計画「Break Through for 2006!」を策定しております。この主な経営戦略は、次のとおりであります。 
ａ．基本戦略 
技術力で圧倒的な優位に立つJEMを目指す。 
ｂ．「Break Through for 2006!」 
中期計画の最終年度である2006年度における経営指標として、次の目標数値を掲げております。 
Ⅰ．連結売上高  130億円 
Ⅱ．経常利益率  10％以上 
Ⅲ．プローブカードの世界シェア  20％以上 
ｃ．各事業部門の主な事業戦略 
（ａ）半導体検査用部品関連事業 
Ⅰ．メモリー用プローブカードで世界のトップを目指す。 
・新製品の拡大と利益体質の確立 
・デバイス別の戦略明確化 
・アドバンスドプローブカードの原価低減 
Ⅱ．ロジック用プローブカードの売上高比率50％の堅持 
・デバイス別の戦略明確化 
・生産体制の強化 
・生産合理化の推進 
Ⅲ．海外売上高比率50％への拡大 
・メモリー向けの海外顧客の開拓 
・海外拠点別営業戦略の徹底 
Ⅳ．新事業 
・2006年度売上高  12億円 
Ⅴ．マーケティング力の強化 
Ⅵ．独自技術を育む基盤の確立 
（ｂ）電子管部品関連事業 
 徹底した原価低減活動の推進による利益体質の堅持 

②経営戦略の見通し 
第２［事業の状況］３［対処すべき課題］の項目をご参照願います。 

  

 



（訂正後） 
①経営戦略の現状 
 当社グループは、激しく多様に変化する経営環境下で、永続的な発展を目指すために、2006年度を最終年度とする中
期計画「Break Through for 2006!」を策定しております。この主な経営戦略は、次のとおりであります。 
ａ．基本戦略 
技術力で圧倒的な優位に立つJEMを目指す。 
ｂ．「Break Through for 2006!」 
中期計画の最終年度である2006年度における経営指標として、次の目標数値を掲げております。 
Ⅰ．連結売上高  130億円 
Ⅱ．経常利益率  10％以上 
Ⅲ．プローブカードの世界シェア  20％以上 
ｃ．各事業部門の主な事業戦略 
（ａ）半導体検査用部品関連事業 
Ⅰ．メモリー用プローブカードで世界のトップを目指す。 
・新製品の拡大と利益体質の確立 
・デバイス別の戦略明確化 
・アドバンスドプローブカードの原価低減 
Ⅱ．ロジック用プローブカードの売上高比率50％の堅持 
・デバイス別の戦略明確化 
・生産体制の強化 
・生産合理化の推進 
Ⅲ．海外売上高比率50％への拡大 
・メモリー向けの海外顧客の開拓 
・海外拠点別営業戦略の徹底 
Ⅳ．新事業 
・2006年度売上高  12億円 
Ⅴ．マーケティング力の強化 
Ⅵ．独自技術を育む基盤の確立 
（ｂ）電子管部品関連事業 
 徹底した原価低減活動の推進による利益体質の堅持 

なお、上記目標数値は、当連結会計年度末現在においても変更はありませんが、今後の経営環境の変化等が生じた場合はこれらの
計画が達成されない可能性があります。 

②経営戦略の見通し 
第２［事業の状況］３［対処すべき課題］の項目をご参照願います。 
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